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学校教育法施行規則の改正に係る通知（抜粋） 

 

○学校教育法施行規則の一部を改正する省令の公布について（通知）（平成２８年３月文

部科学省高等局長・２７文科高第１１８７号）（抄） 

 

 このたび，別添１及び別添２のとおり，「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」

（平成２８年文部科学省令第１６号）が平成２８年３月３１日に公布され，平成２９年４

月１日から施行されることとなりました。 

 今回の改正は，大学及び高等専門学校（以下「大学等」という。）が，自らの教育理念

に基づき，育成すべき人材像を明確化した上で，それを実現するための適切な教育課程を

編成し，体系的・組織的な教育活動を行うとともに，当該大学等の教育を受けるにふさわ

しい学生を受け入れるための入学者選抜を実施することにより，その使命をよりよく果た

すことができるよう，全ての大学等において，その教育上の目的を踏まえて，「卒業の認

定に関する方針」，「教育課程の編成及び実施に関する方針」及び「入学者の受入れに関

する方針」（以下「三つの方針」という。）を策定し，公表することを求めるものです。 

 改正の概要及び留意すべき事項等は下記のとおりですので，十分御了知いただき，その

運用に当たっては遺漏なきようお取り計らいください。 

 

記 

 

第１ 改正の概要 

 １ 卒業の認定に関する方針等の策定 

 （１） 大学は，当該大学，学部又は学科若しくは課程（大学院にあっては，当該大学

院，研究科又は専攻）ごとに，その教育上の目的を踏まえて，次のアからウまでの方

針（大学院にあっては，ウの方針に限る。）を定めるものとすること。（第１６５条

の２第１項関係） 

  ア 卒業の認定に関する方針 

  イ 教育課程の編成及び実施に関する方針 

  ウ 入学者の受入れに関する方針 

 （２） （１）のイの方針を定めるに当たっては，アの方針との一貫性の確保に特に意

を用いなければならないものとすること。（同条第２項関係） 

 ２ 卒業の認定に関する方針等の公表 

   大学は，１の（１）により定める方針を公表するものとすること。（第１７２条の

２第１項第１号関係） 

 ３ その他 

   その他所要の規定の整備を行うこと。（同項第４号関係） 

 

第２ 留意事項 

 １ 今回の改正は，各大学等における三つの方針について，その策定及び公表を法令上

位置付けたものであり，本改正省令の施行日である平成２９年４月１日以降，全ての
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大学等において，三つの方針が策定・公表されている必要があること。 なお，高等

専門学校については，学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１７９

条の規定により大学に係る規定が準用され，大学と同様の扱いとなること。 

 ２ 今回の改正に合わせて，中央教育審議会大学分科会大学教育部会において，各大学

が三つの方針を策定・公表する際の参考指針として「「卒業認定・学位授与の方針」

（ディプロマ・ポリシー），「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシ

ー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関

するガイドライン」（平成２８年３月３１日。以下「ガイドライン」という。）（別

添３）が策定されており，各大学等においては，これも参考として取り組むことが期

待される。なお，今回の改正で規定される「卒業の認定に関する方針」，「教育課程

の編成及び実施に関する方針」及び「入学者の受入れに関する方針」は，それぞれガ

イドラインにいう「卒業認定・学位授与の方針」，「教育課程編成・実施の方針」及

び「入学者受入れの方針」と同じ意味内容を指すものであること。 

 ３ 大学院については入学者受入れの方針の策定・公表のみが規定されているが，これ

は，改正前における同様の規定（第１７２条の２第１項第４号）について，今般の改

正の際に整理を行ったものであり，従前の規定の趣旨から変更はないこと。なお，大

学院においても，それぞれの自主的・自律的な判断に基づき，課程の修了の認定に関

する方針や教育課程の編成及び実施に関する方針の策定に積極的に取り組むことが期

待されること。 

 

第３ （略） 

 

 

○学校教育法施行規則の一部を改正する省令の公布について（通知）（平成２２年６月文

部科学大臣政務官・２２文科高第２３６号）（抄） 

 

 このたび，別添のとおり，学校教育法施行規則等の一部を改正する省令（平成２２年文

部科学省令第１５号）が平成２２年６月１５日に公布され，平成２３年４月１日から施行

されることとなりました。 

 大学等が公的な教育機関として，社会に対する説明責任を果たすとともに，その教育の

質を向上させる観点から，公表すべき情報を法令上明確にし，教育情報の一層の公表を促

進することが，今回の改正の趣旨です。 

 今回の改正の概要及び留意すべき事項等は下記のとおりですので，十分御了知いただき，

その運用に当たっては遺漏なきようにお取り計らいください。 

 

記 

 

第一 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）の改正の概要と留意点 

（１）大学（短期大学，大学院を含む。）は，次の教育研究活動等の状況についての情報

を公表するものとすること。（第１７２条の２第１項関係） 

 【１】 大学の教育研究上の目的に関すること。（第１号関係） 

   これは，大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）第２条（本省令による改正

前の第２条の２）等に規定されているものであること。その際，大学であれば学部，

学科又は課程等ごとに，大学院であれば研究科又は専攻ごとに，短期大学であれば学



３ 

科又は専攻課程ごとに，それぞれ定めた目的を公表することや，平成１９年７月３１

日付け文部科学省高等教育局長通知「大学設置基準等の一部を改正する省令等の施行

について」で示した事項に留意すること。 

 【２】 教育研究上の基本組織に関すること。（第２号関係） 

   その際，大学であれば学部，学科又は課程等の，大学院であれば研究科又は専攻等

の，短期大学であれば学科又は専攻課程等の名称を明らかにすることに留意すること。   

 【３】 教員組織，教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること。（第３

号関係） 

   その際，教員組織に関する情報については，組織内の役割分担や年齢構成等を明ら

かにし，効果的な教育を行うため組織的な連携を図っていることを積極的に明らかに

することに留意すること。 

   教員の数については，学校基本調査における大学の回答に準じて公表することが考

えられること。また，法令上必要な専任教員数を確保していることや，男女別，職別

の人数等の詳細をできるだけ明らかにすることに留意すること。 

   各教員の業績については，研究業績等にとどまらず，各教員の多様な業績を積極的

に明らかにすることにより，教育上の能力に関する事項や職務上の実績に関する事項

など，当該教員の専門性と提供できる教育内容に関することを確認できるという点に

留意すること。 

 【４】 入学者に関する受入方針及び入学者の数，収容定員及び在学する学生の数，卒

業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関

すること。（第４号関係） 

   その際，これらの情報は，学校基本調査における大学の回答に準じて公表すること

が考えられること。 

   就職状況については，働き方が多様となっている状況を踏まえた公表を，各大学の

判断で行うことも考えられること。編入学を実施している場合には，大学設置基準第

１８条第１項の規定を踏まえつつ，編入学定員や実際の編入学者数を明らかにするこ

とに留意すること。 

 【５】 授業科目，授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること。（第５

号関係） 

   これらは，大学設置基準第２５条の２第１項等において，学生に明示することとさ

れているものであること。その際，教育課程の体系性を明らかにする観点に留意する

こと。年間の授業計画については，シラバスや年間授業計画の概要を活用することが

考えられること。 

 【６】 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること。

（第６号関係） 

   これらは，大学設置基準第２５条の２第２項等において，学生に明示することとさ

れているものであること。その際，必修科目，選択科目及び自由科目の別の必要単位

修得数を明らかにし，取得可能な学位に関する情報を明らかにすることに留意するこ

と。 

 【７】 校地，校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること。（第

７号関係） 

   その際，学生生活の中心であるキャンパスの概要のほか，運動施設の概要，課外活

動の状況及びそのために用いる施設，休息を行う環境その他の学習環境，主な交通手

段等の状況をできるだけ明らかにすることに留意すること。 



４ 

 【８】 授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関すること。（第８号関係） 

   その際，寄宿舎や学生寮等の宿舎に関する費用，教材購入費，施設利用料等の費用

に関することをできるだけ明らかにすることに留意すること。 

 【９】 大学が行う学生の修学，進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること。

（第９号関係） 

   その際，留学生支援や障害者支援など大学が取り組む様々な学生支援の状況をでき

るだけ明らかにすることに留意すること。 

（２）大学は，教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的

に公表するよう努めるものとすること。その際，大学の教育力の向上の観点から，学生

がどのようなカリキュラムに基づき，何を学ぶことができるのかという観点が明確にな

るよう留意すること。（第１７２条の２第２項関係） 

（３）（１）による教育情報の公表は，そのための適切な体制を整えた上で，刊行物への

掲載，インターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によって行うもの

とすること。（第１７２条の２第３項関係） 

（４）大学の教育情報の公表に関する（１）～（３）について，高等専門学校に準用する

こと。（第１７９条関係） 

 

第二 大学設置基準，高等専門学校設置基準（昭和３６年文部省令第２３号），大学院設

置基準（昭和４９年文部省令第２８号）及び短期大学設置基準（昭和５０年文部省令第

２１号）の改正の概要 

  教育情報の公表に関する規定が学校教育法施行規則上整備されることに伴い，情報の

積極的な提供に関する規定の削除など，所要の整理を行うこと。 

 

第三 学校教育法第１１０条第２項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定め

る省令（平成１６年文部科学省令第７号）の改正の概要 

  大学の総合的な状況に係る認証評価の大学評価基準に，教育研究活動等の状況に係る

情報の公表に関することが含まれるものとすること。その際，上記第一の改正を踏まえ，

大学評価基準が学校教育法施行規則に適合することとすること。（第１条第１項第１号

及び同条第２項関係） 

 

第四 （略） 


